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研究成果の概要（和文）： 本研究は高度外国人材および留学生の多国間移動について考察

したものである。詳細な文献調査に加え、112 名の高度外国人材・留学生への質的面接調

査、および 121 名の留学生へのアンケート調査、23 名の政府・企業関係者らへのヒアリ

ング等を行い、高度外国人材・留学生がなぜ最初の受け入れ国に定住せず第三国へ移動し

ようとするのかについてその要因および志向性を分析した。またその結果に基づき日本の

外国人受け入れ政策の課題を明らかにすると同時に、国際人口移動の分野における理論的

知見を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：
This research project examined the multiple migrations of highly skilled professionals

and international students. In addition to the survey on 121 international students,
112in-depth qualitative interviews with highly skilled professionals and international
students and 21 interviews with government officials and corporate directors were
conducted to identify the factors that determined the orientation for multiple
migrations. Based on these interview data as well as literature reviews, the project
revealed some major policy implications for Japanese immigration schemes as well as
newinsights for international migration theories.
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１．研究開始当初の背景
グローバル化がより進展し高度人材をめ

ぐる国際競争が激化するなか、多くの高い技
術や知識をもつ移住労働者とその家族は、単
なる送出国と受入国を往復するのみのでは
なく、「多国間移動者」として複数の国々を
移動するようになってきていた。しかし、こ
うした形での多国間移動についての研究は
まだ非常に発展途上の段階にあった。

２．研究の目的
多国間移動およびそれに伴う新しい形のト
ランスナショナリズムについてのデータを
収集し理論的枠組を構築することを目的と
した。日本に限らず、多国間移動に焦点を絞
った国際移動に関する研究はまだ殆んど存
在しておらず、理論的枠組もまだ構築されて
いないため、まずは様々な種類の文献やデー
タの収集し、今後の研究の方向づけを目指し
た。

３．研究の方法

日本および香港における 112 名の高度外国人
材および留学生への面接調査、および 121 名
の留学生へのアンケート調査、23 名の政府・
企業関係者らへのヒアリングを行い質的分
析を行った。

４．研究成果

本項では、(1)多国間移動経験者である留
学生・高度外国人材の更なる多国間移動への
志向性、(2)多国間移動を経験していない高
度外国人材・留学生の多国間移動への志向性、
(3)政策的含意、(4)主な理論的知見について
明らかにする。

(1)多国間移動経験者の志向性
①留学生
日本における留学生の大多数がアジア出

身であるが、今回調査した「欧米諸国」出身
の留学生の中にも香港やインドネシア等の
アジア諸国から欧米への移民が多く、アジア
文化圏に親和性が高い者が多かった。
アジアおよびアフリカ諸国の国籍を持つ

留学生の場合でも、来日前にフィリピンやオ
ーストラリア、シンガポールといった、欧米
と比べて比較的学費が安い英語圏の教育機
関で学んでいるケースが散見された。その後
日本の大学・大学院に移動した理由としては、

(i)文部科学省の奨学金が比較的容易に獲得
できること（欧米の奨学金と比べて審査が緩
いこと）、(ii)またその奨学金の額が非常に
高いこと、(iii)日本の大学・大学院は欧米
の教育機関と比べて学費が安く日本の経済
市場規模も大きい（就職の可能性が高い）こ
と等が挙げられた。

また既に一度母国を離れ、日本での留学・
就労を経験した者にとっては、言語習得や文
化的適応等のプロセスを経たことが自信に
つながり、さらなる多国間移動への心理的ハ
ードルが下がることも判明した。また特に若
い世代の中には、一国に長期定住するのでな
く、自分のキャリアチャンスを最大化できる
場があればどこの国へでも動く多国間移動
志向が高い者も少なくなかった。

② 高度外国人材
プロフェッショナルとして既に働いてい

る高度外国人材も、一生日本で働く可能性を
視野に入れている者は少なく、母国への帰国
や第三国への移動を志向している者が多か
った。日本企業で働く高度外国人材にとって
長期滞在への課題となり、他国への移動への
引き金となっていた要因は以下の通りであ
る。

(a) 長期的なキャリアパスの不透明性
多くの高度外国人材は自分が日本人社員

と同様に日本でのキャリアアップを目指す
ことが出来るのか不安を感じていた。「自分
の会社内での位置づけが分からない」あるい
は「自分の将来的なキャリアパスが描けな
い」ことから、日本で家族を持つことや不動
産を取得することなど、長期滞在を前提とし
た人生の決断に関して悩んでいる者が多か
った。
ヒアリングを行ったすべての企業からは

「日本人・外国人に拘らず、優秀な人材を獲
得したい」あるいは「外国人社員への昇進差
別は全く存在しない」という回答を得たが、
こうした雇用者側の意図や方針が必ずしも
外国人社員に十分に伝わっていない現実が
明らかになった。

(b)ロールモデルの不在
上記の問題と直接的に関連しているのが

ロールモデルの不在である。殆どの対象者が
「職場の上司や幹部の中に外国人がいな
い・非常に少ない」と回答し、「外国人であ
ることが将来的に自分の昇進を阻害する要



因になるのではないか」という不安を感じ、
いずれは外国人であることがハンディにな
らない国へ移って働くことを希望していた。

(c)ワークライフバランスの欠如
多くの対象者が日本企業における長時間

労働を問題視していた。特に、プロフェッシ
ョナルの配偶者を持つ対象者にとっては、子
供の教育・家事の時間の確保が大きな課題と
なっていた。海外では安価な家事・ケアサー
ビスが日本では非常に高価であることから、
共働きをしながら子育てをする環境が日本
では整えられていないと感じ、香港やシンガ
ポールに移住を計画している高度外国人材
もいた。
一方で、独身の高度外国人材にとっても長

時間労働がプライベートの生活の質に影響
を及ぼしており、日本語を学ぶ機会だけでな
く、友人と会う時間、地域の活動に関わる時
間等も限られてしまうという意見があった。

(d)本人および家族の社会統合
留学生や高度外国人材は自分の学校や職

場において言葉の障壁や文化の違いから学
友や同僚とコミュニケーションに何等かの
支障を来しているという回答は非常に多か
った。しかし学校・職場の同国人や他の外国
人らとの交流の場を見出し、母国の家族や友
人、また来日以前に住んでいた国の友人らと
もフェイスブック等のソーシャルネットワ
ーキングサービス（SNS）を通じて交友関係
を維持していた。「同じ国に住んでいる友人
たちも皆多忙で頻繁に会えるわけではない」
が、SNS 上では「他国に住む友人とも頻繁に
コミュニケーションを取り合うことができ
る」という利点があり、ICT の発達によって
居住する場所が必ずしも交友関係に直接的
な影響を及ぼしてはいないという回答もあ
った。
一方、配偶者や子供にとっては多国間移動

によって大きな障壁に直面していることも
明らかになった。外国人配偶者の多くが日本
語のみでの生活環境や子供の幼稚園や学校
との日常的な連絡・PTA・地域への統合など
に困難を感じていた。特に高学歴で来日前に
プロフェッショナルとして勤務していた配
偶者が日本語の不自由さから雇用機会が得
られず第三国への移住を検討せざるを得な
いケースもあった。また子供が学校でうまく
適応できないケースや、配偶者が地域社会に
溶け込めない等、家族の社会統合の難しさも
多国間移動の誘因の一つとなっていた。

(e)英語教育・多文化教育機会の不足
子供を持つ対象者の中では英語による公

的教育機会・多文化教育機会の不足が多国間
移動を決断させる大きな要因となっていた。

高度外国人材は自分が海外で受けたような
グローバルな視野を持たせる高等教育を自
分の子供にも受けさせたいという希望が非
常に強い。しかし、年間 200 万円を超える日
本のインターナショナルスクールの学費を
捻出することが難しく、香港やシンガポール
の公立小学校やインターナショナルスクー
ル（日本の学費の約半分）に通学させるとい
う決断をし、実際に離日したケースもあった。
こうしたグローバル人材の再生産への志向
性は子供を持つすべての多国間移動者に見
られたが、日本ではこのようなニーズを十分
満たすことが難しい現状も明らかになった。

(f) 日本における制度的障壁
多国間を移動して働く高度外国人材の多

くが 5-10 年先あるいは引退時にどこに住む
かを計画していなかった。そのため日本で自
分の給与から自動的に天引きされる年金・雇
用保険・介護保険等のメリットを自分が享受
できない可能性があること（必要加入期間が
25 年と長いため）、またそれにも拘らず途中
で脱退した場合には総納付金額の一部しか
返金されない（10 年以上納付した場合には返
金上限額が給与の約 2 か月分）等、経済的な
損失が大きくなることを憂慮していた。多く
の先進国では 100を超える国々と社会保障条
約が締結され、各国における納付期間を合計
できる制度が整えられている。しかし日本の
社会保障条約の締結国はまだ 14 か国にとど
まる。日本で働く多くの高度外国人材にとっ
ては、定年退職まで 25 年以上日本で働くと
決断しない限り、10 年の在留期間を超えると
社会保障関係の経済的損失が急激に拡大す
る状況になっている。対象者の中にはそれを
主な理由として他国へ移動したケースもあ
った。
また、海外に資産を持つ高度外国人材は多

いが、日本では 5年以上在留する外国人に対
して海外資産への課税が義務付けられてお
り、その税率も高いことから、課税率の低い
国に移動した対象者もいた。

(2)一般留学生・高度外国人材
多国間移動の経験者ではない一般の留学

生および高度外国人材らも、全体として日本
への永住志向は低く、多国間移動を視野に入
れている者も少なくなかった。その要因とし
ては日本におけるキャリアパスの不透明性
やロールモデルの不在、ワークライフバラン
スの欠如、社会統合の困難等、多国間移動経
験者と全く同様の課題が挙げられた。
一方、中国人留学生・高度人材に関しては、

多国間移動の志向性は比較的低く、日本での
一定期間の就労後は第三国への移動より本
国に帰国したいという回答が目立った。これ
は本国の経済成長が著しいことが最大の理



由であるが、同時に中国のほうが実力主義で
昇進でき、能力があれば責任の大きい仕事を
担当できるといったキャリア面でのメリッ
トを重要視する意見も多かった。
また特に一人っ子世代の中では親の面倒

を見るという意識が強く、高度人材ポイント
制度の導入で可能になった親の呼び寄せ（育
児目的のみ・収入条件等あり。2012 年 5 月よ
り施行）に関しては「日本語の分からない親
を育児目的で呼び寄せるのは親に申し訳な
い」という回答が圧倒的多数となり、この高
度人材ポイント制度のメリットの一部がそ
れほど有効とはならない可能性も示唆した。

また中国人対象者の中には、日本の公教育
が今後の国際競争に勝ち残るために必要な
教育レベルに達していないと判断する者も
多く、子供のみ本国の両親に預けたり、子供
と配偶者のみ帰国させたりするケースも散
見された。
他の途上国出身の留学生たちの中には、日

本の大学・大学院に留学してきた理由として、
「審査が緩く容易に得られる」文部科学省の
奨学金で修士号を獲得し、「日本という先進
国での実績」を獲得することで、欧米の有名
大学院の「ダイバーシティ枠」での合格を目
指している者たちも見られた。こうした留学
生たちは、欧米の大学院へ留学・卒業後に就
職・国籍取得・家族の呼び寄せ、という長期
的な欧米諸国への多国間移動の計画を立て
ており、こうした長期的な戦略の中で日本を
布石として位置付けていた。日本への永住を
検討しない理由としては、二重国籍取得が可
能でないことなどが多く挙げられた。
東日本大震災の影響については、多国間移

動経験者・未経験者に関わらず、震災以降に
調査した殆どの対象者が「影響はなかった」
と回答した。しかし日本の市場収縮や、景気
低迷、業務コスト高などの理由で数年前から
緩やかに進展していた金融業界のアジア地
域におけるオペレーションの再編、特に日本
から上海・ソウル・香港・シンガポールへの
業務シフトに拍車がかかったことも、投資銀
行や人材派遣会社へのヒアリングなどから
明らかになった。また、研究機関へのヒアリ
ングからも優秀な人材を誘致することが
年々困難になってきていることが判明した。

(3)政策的含意
各国の政策については、EU が高度外国人材

に EU 域内の多国間移動を許可するブルーカ
ード制度を今年 7月に開始するなど、高度外
国人の多国間移動を加速させる制度が拡充
されつつある。殆どの先進諸国が 100 を超え
る国々と社会保障条約や租税条約を締結し、
年金を受給するための必要加入期間が短期
化されるなど、高度人材が世界のどこで働い
ても社会保障上のデメリットが生じないよ

う制度が整えられてきている。つまり、多国
間移動を前提とした高度人材の受け入れシ
ステムが整えられつつあるのだ。
欧米諸国だけでなく、中国や韓国・シンガ

ポール等、他のアジア新興国が高度人材の確
保のための国策を次々と展開していること
も政策研究により明らかになった。特に中国
が 2009 年に開始した「千人計画」は、国家
の研究開発プロジェクトに海外のトップの
研究者を招聘するもので、一時金として 1300
万円が支給されるなど、政府が潤沢に資金供
与しており、実際に日本の研究機関が採用し
た人材を中国の研究機関に引き抜かれると
いった事例もヒアリングから明らかになっ
た。
韓国政府も、一定の基準を満たす高度外国

人材に対して入国時に永住権を付与し、地方
参政権も認めるなど、高度外国人材に対する
優遇措置を強化した。

一方、日本ではこのような積極的な優遇措
置は取られていない。前項でも述べたように
社会保障条約の締結国は僅か 14 と進んでお
らず、必要加入期間も 25年間のままであり、
5-10 年単位で移動する高度なグローバル人
材を大規模に受け入れられる制度的なイン
フラが整っていない。2012 年 5 月に施行され
た新しい高度外国人材のポイント制度も、永
住権申請に必要な居住期間の 10 年から 5 年
への短縮や、配偶者への就労資格付与、家事
労働者・両親の呼び寄せ（年収条件等あり）
といった優遇措置に留まり、アジア新興諸国
の施策と比しても魅力が少ない措置となっ
ており、日本の制度的な課題が浮き彫りにな
った。

こうしたグローバル人材・高度外国人材の
獲得競争の激化の中で、日本においても多国
間移動を前提とする制度的基盤の整備が急
務であると言える。特に社会保障条約の締結
の加速は喫緊の課題である。同時に、企業に
よる高度外国人材を維持するためのキャリ
アガイダンス制度や、政府による留学生・高
度外国人材およびその家族の社会統合を進
めるための施策等、各関係機関が優秀な留学
生・高度外国人材の第三国への流出を出来る
だけ防ぎ長期的な定住を促進するための努
力が必要となっている。

(4)理論的知見
国際人口移動は、主に送出国・受入国とい

う二項対立的な理論的枠組みで捉えられて
きた。しかし、本プロジェクトのデータ収集
および文献研究で明らかになったのは、実際
の人口移動の流れはより複雑化が進んでい
るという現実である。「永住者」として他国
に移住し国籍を取る移民ですらも必ずしも
永住するとは限らない。カナダの高度外国人
材移民の 35％、ニュージーランドの高度外国



人材移民の 43％は 10 年以内に他国へ移動し
ていた。つまり高度外国人材の受け入れを促
進しても、彼・彼女らが実際に永住する保証
はない。永住の志向性は本人が受入国で満足
できるキャリアを得られるかどうか、また本
人およびその家族が社会的に適応・統合され
るかどうか、また社会保障制度・税制のあり
かた等、その国における様々な要因によって
規定されるのである。国籍の取得も必ずしも
アイデンティティの獲得とは同義語ではな
く、多国間移動者らは自分と家族の各ライフ
ステージにおいてプライオリティとなる目
標によって居住する場所を変えていく。その
目標とは必ずしも経済的なもの（年収の最大
化）のみではない。逆に多くの多国間移動経
験者は「年収を最大化することを最大の目的
にして移動してはいない」と回答した。どこ
に勤めても一定の高収入が保証される高度
人材である彼・彼女らは、むしろ「自分のキ
ャリアを長期的に高めてくれる機会」「自分
が成長できる機会」「挑戦しがいのある機会」
を重要視し、同時に自分の配偶者のキャリア
や子供のグローバル教育等、家族のニーズを
最も望ましい形で満たすことのできる場所
に居住したいと希望していた。つまり家庭を
持つ高度外国人材は「世帯効用の最大化」が
多国間移動の大きな要因になっていた。伝統
的な「世帯経済理論」は貧困世帯が世帯経済
の効用最大化の一戦略として出稼ぎ労働者
を海外に送り出すという図式を提示したが、
現在のグローバルな時代に生きる高度外国
人材らの世帯戦略はそれとは質を異にして
いた。彼・彼女らは各国の様々な制度（社会
保障・税制・教育制度等）のメリット・デメ
リットを考慮に入れつつ、各ライフステージ
における世帯構成員のニーズを満たし、ステ
ージごとの世帯全体の効用を最大化しなが
ら多国間を移動していたのである。またこれ
が従来の世帯経済理論と大きく異なってい
たのは、高度外国人材の移動先は必ずしも世
帯年収の最大化といった「世帯経済」の効用
最大化によって決定されるのではなく、むし
ろ本人の自己実現、配偶者の自己実現、子供
の教育、本人や配偶者の社会統合も含めた世
帯全体の非経済的な「効用」が決定要因とな
っていたという点である。

本研究で得られた知見は、多国間移動が今
後どのように地域経済統合やグローバルな
知識共有(Knowledge Sharing）の在り方に影
響を及ぼすのか等、新たな学問的課題の提示
や理論的発展の手がかりをも明らかにした。
今後は多国間移動のマクロ的な影響につい
ても研究を進めていきたい。
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